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§１．はじめに

仮設に用いる山留め壁（ソイルセメント柱列壁や親杭

横矢板壁）は，地下工事完了後もそのまま地中に存置さ

れるのが一般的である．近年，資材の有効利用という観

点から，山留め壁の応力材（H形鋼や I形鋼）と後打ち

の鉄筋コンクリート外壁（以下，RC外壁と呼ぶ）とを

頭付きスタッド等（以下，スタッドと呼ぶ）の接合部材

で接合し，地下外壁として利用する工法（以下，合成地

下外壁と呼ぶ）の開発や実施例が報告されている
１），２）

．

CUW工法とは，山留め壁の応力材と鉄筋コンクリー

ト造の地下外壁や擁壁をスタッド等の接合部材で接合し

て面外力に抵抗させ，本設利用する工法である．在来工

法に比べて地下外壁の壁厚を減らすことができ，地下空

間の有効面積を拡大できる工法である．CUW工法の概

要を図－１に示す．

実大規模の試験体を用いた構造実験によりCUW工法

の安全性を確認している．また，施工後１７年および２７

年を経過した山留め壁（ソイルセメント柱列壁，親杭横

矢板壁）を掘り起こして山留め壁応力材（H形鋼）の耐

久性を検証している
３），４），５），６）

．以上のことから，本設

構造物としての十分な信頼性が確認されている．

一方，土圧および水圧等の荷重状況により，山留め壁

の応力材とRC外壁とが，離間する場合としない場合と

でCUW工法の設計法が異なっている．接合部材の配置

によっては，応力材とRC外壁がそれぞれ独立した曲げ

抵抗部材として設計する手法（以下，重ね壁法と呼ぶ）

と，両者が一体の曲げ抵抗部材として設計する手法（以

下，合成壁法と呼ぶ）の，２通りの設計法を選択するこ
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図－１ CUW工法の概要
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とが可能である．図－２および図－３はそれぞれ重ね壁

法および合成壁法の概要を示したものである．また

CUW工法の適用例を図－４に示す．

本報では，CUW工法の特徴となっている重ね壁法に

焦点を置き，構造性能の検証と具体的な設計例からその

有効性について述べる．

図－２ 重ね壁法 図－３ 合成壁法

§２．重ね壁法の特徴

通常使用されている合成壁法は，山留め壁応力材と

RC外壁とが一体化した合成壁とみなし，日本建築学会

「各種合成構造設計指針・同解説」
７）
（以下，合成ばり指

針と呼ぶ）に準拠して設計するのが一般的である（CUW

工法における合成壁法についても，おおよそ同指針に準

拠する）．しかしながら，合成ばり指針による設計は，

上部構造の鉄骨梁と鉄筋コンクリートの床スラブから成

るものを対象としているため，地下外壁へ適用するため

には荷重条件で問題となる場合がある．図－５に示すよ

うに，長期的な面外外力（特に水圧）がRC外壁に直接

作用する場合，スタッド等にせん断力と引張力が同時に

作用することが報告されている
１）
．この時の合成部材の

性状については詳細な検討は行われておらず，不明な点

が多いのが現状である．

そこで，スタッド等を主に引張接合部材として機能さ

せる工法が考えられる
３）
．この考え方をCUW工法では

重ね壁法と呼ぶ．実施例を図－６に示す．スタッド等を

各階地下床スラブ間の中央付近のみに集中的に配置し，

接合部材の引張力によりRC外壁に作用した荷重を山留

め壁応力材へ伝達し，RC外壁の荷重負担を軽減するこ

とを意図している．山留め壁応力材とRC外壁との境界

面における一体性には期待せず，応力材およびRC外壁

がそれぞれ独立した重ね壁として考える．図－６に対す

る応力算定モデル例を図－７に，応力材とRC外壁の応

力図を図－８にそれぞれ示す．

荷重がRC外壁に直接作用すれば，接合部材には主に

引張力が作用し，せん断力はほとんど作用しない．また，

RC外壁は床スラブによって躯体側へのたわみが拘束さ

図－４ CUW工法の適用例

図－５ 合成地下外壁の構成概要および外力の作用

図－６ 重ね壁法実施例 図－７ 応力算定モデル例

図－８ 応力図
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れるため，RC外壁と応力材とを接合しなくとも，両者

は離間しないと考えられる．RC外壁に生じる曲げモー

メントやせん断力は，接合部材の引張力により荷重が山

留め壁応力材へ伝達されるので，接合部材を設けない場

合に比べて減少する．重ね壁法の場合には，合成壁法に

比べて次のような利点が挙げられる．

�地下外壁のほぼ全面に多数の接合部材を設置する必要
はなく，限定した範囲に少数の接合部材を配置すれば

良いため，コストおよび施工的に有利である．

�設計上の荷重の扱い方や応力算定モデルが簡便で，山
留め壁，応力材，RC外壁および接合部材の応力算定

や断面設計が容易である．すなわち，図－８のように

求められた各部材の応力に対し，各々独立して長期許

容応力度設計をすれば良いことになる．

荷重がRC外壁に直接作用する場合，あるいは山留め

壁応力材とRC外壁との境界面の離間を前提とした場合

の部材性能を検証する必要がある．本報では，地下構造物

特有の荷重条件に着目し，荷重の作用位置が合成地下外

壁の曲げせん断性状に及ぼす影響を検討するための実験

と解析を行うとともに，重ね壁法における構造性能の検

証実験と具体的な設計例による有効性の確認を行った．

§３．荷重の作用位置が合成地下外壁に及ぼす影響

３－１ 実験方法

本実験では，荷重の作用位置の違いが合成地下外壁の

曲げせん断性状に及ぼす影響を明らかにすることを主な

目的とした．また，合成地下外壁に直接荷重が作用した

場合に離間が生じ得る階高中央付近を取り出して実施し

た．試験体一覧を表－１に示す．試験体は，荷重の載荷

位置をRC外壁と山留め応力材に変えて直接比較を行う

試験体（No．３，No．４）と，RC外壁に載荷する場合で，

スタッドの本数を変化させた試験体（No．１～No．３）の

計４体である．表－１中には，合成ばり指針の合成度を

示す値（np／nf）
７）
も示している．試験体の形状と配筋詳

細の例を図－９に，試験体に用いた材料試験結果一覧を

表－２に，加力方法を図－１０にそれぞれ示す．

加力は単純梁形式とし，アムスラー型万能試験機を用

いて，中央一点集中加力による一方向単調載荷とした．

なお，試験体のRC外壁部分はすべて同一配筋とし，H

形鋼フランジ面は，グリース塗布等の表面処理は行わな

かった．

３－２ 実験結果の概要

荷重～中央たわみ関係を図－１１に示す．RC外壁の曲

げ耐力計算値
８）
および RC外壁の曲げ耐力計算値とH形

鋼の降伏耐力計算値の単純累加を一点鎖線で示した．

H形鋼へ載荷したNo．４は，加力の初期段階から約８００

kNまで，荷重～中央たわみ関係がほぼ直線的に推移し，

その後，RC外壁下端鉄筋の引張降伏，H形鋼下フラン

ジの引張降伏の順に生じ，最大荷重時にH形鋼上フラ

ンジの局部座屈により荷重が低下した．これに対し，RC

外壁へ載荷したNo．１～No．３は，加力の比較的早期から

＊１）JIS４号試験片（端部ねじ切り仕上げ）による，＊２）JIS２号試験片による，
＊３）JIS１号試験片による，＊４）δB／３時

No. 荷重の
作用位置

スタッド 加力および
試験体概要本数＊ np／nf 間隔（mm）

１

RC
外壁

１３ １.０３ １５０

２ ６ ０.４７ ３００

３

４ ０.３２ ６００

４ 応力材
（H形鋼）

種 類
降状点

（N／mm２）
降 状

ひずみ度（µ）
ヤング係数
（GN／m２）

引張強さ
（N／mm２）

適 用

スタッド＊１ST１６ φ１６，�＝１２０ ３０７ １４５５ ２１１.０ ４５７

鉄筋＊２
D１６ SD２９５A ３６５ １８９１ １９３.０ ５２２ 壁縦筋

D１３ SD２９５A ３６２ ２０００ １８１.０ ５２９ 壁横筋

鋼材＊３
PL‐１３ SS４００ ２９０ １４２３ ２０３.５ ４５４ H形鋼（フランジ）

PL‐８ SS４００ ３２４ １８０１ １７７.０ ４６０ H形鋼（ウェブ）

コンク
リート

種類
圧縮強度

δB（N／mm２）
圧縮強度時
ひずみ度（µ）

ヤング係数＊４

（GN／m２）
割裂強度
（N／mm２）

ポアソン
比＊４ 適 用

Fc２４ ２３.２ ２３７１ １８.７ ２.００ ０.１８ RC外壁

表－１ 試験体一覧

図－９ 試験体形状および配筋詳細の例（No．１）

表－２ 材料試験結果一覧

図－１０ 加力方法

図－１１ 荷重～中央たわみ関係
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剛性低下が生じた．その後，荷重約３００kNで RC外壁

の下端鉄筋に引張降伏が生じ，最大荷重時にスタッド部

コンクリートのコーン状破壊で荷重が低下した．

なお，各試験体とも，加力開始直後の初期段階では，

H形鋼フランジ面とコンクリートとの付着により，RC

外壁とH形鋼との相対ずれや目開きがほとんどなく，

一体の挙動を示した．

H形鋼へ載荷したNo．４の最大耐力は，RC外壁の曲

げ耐力計算値とH形鋼の曲げ降伏耐力計算値の単純累

加を大きく上回った．これに対し，No．４とスタッドの

本数が同じでRC外壁へ載荷したNo．３の最大耐力は，

RC外壁の曲げ耐力計算値とH形鋼の曲げ降伏耐力計算

値の単純累加を大きく下回った．また，RC外壁へ載荷

を行ったNo．１～No．３は，スタッド本数が増加するとと

もに最大耐力が若干上昇した．しかしながら，No．４に

対し３倍以上のスタッドを有するNo．１でも，No．４に

比べ最大耐力は著しく低く，載荷位置の影響が顕著で

あった．No．１～No．３の最大耐力は，RC外壁のみの曲

げ耐力計算値に対し，約２．９～３．６倍となっており，ス

タッドを設けた効果が見られた．

なお，これらの実験結果は，一次元有限要素法を用い

た解析的検討においても，ほぼ同様の傾向を示すことを

確認している
５）
．

§４．重ね壁法における構造性能の検証および有効性

４－１ 実験方法

本実験では，重ね壁法において，荷重がRC外壁に直

接作用する場合に，山留め壁応力材とRC外壁の境界面

での離間を前提とした合成地下外壁の性能を検証するこ

とを目的とした．試験体一覧を表－３に示す．

加力は前述の実験と同じ方法で行った．また，少数の

スタッド打設部と加力点とが一致することを避けるた

め，等曲げ区間（支点間距離：２m，等曲げ区間：１m）

をもつ二点載荷とした．試験体は，スタッドの配置を除

き，前述した実験と同一とした．また，使用材料，H形

鋼フランジ面の表面状態についても全く同様である．

４－２ 実験結果の概要

荷重～中央たわみ関係を図－１２に示す．全試験体と

も，加力の初期にはRC外壁とH形鋼下フランジとの

付着により，ずれや目開きはほとんど見られず，一体的

な挙動を示した．付着の消滅後は，荷重が一旦低下し，

中央たわみが急増した．その後，初期剛性に比較して著

しく低下した剛性で，再度荷重が上昇し最大耐力に達し

た．

最終的な破壊は，いずれの試験体もスタッド部におけ

るコンクリートのコーン状破壊であった．最大耐力はス

タッド本数の多い試験体ほど上昇し，RC外壁のみの曲

げ耐力計算値に対して２～３倍程度であった．

４－３ 長期設計荷重時の剛性の評価

実験に対応するモデル化の仮定を図－１３に，これに

対応するH形鋼とRC外壁の応力図を図－１４に示す．

なお，実験におけるNo．８とNo．９試験体は，スタッド

を２５０mm間隔で配置したが，ここでは，中央部の一部

材として扱うこととする．H形鋼の中央たわみ δs と RC
外壁の中央たわみ δc は，H形鋼の曲げ剛性 EsIs，RC
外壁の曲げ剛性 EcIc を用いると，次のように表される．

δs＝
T�３

４８EsIs
…………………………………… �

δc＝
１１P�３

７６８EcIc
－
T�３

４８EcIc
……………………… �

ここで，δs と δc の関係を以下のように仮定する．

δs＝β・δc（０≦β≦１）………………………… �

これは，実験において付着消滅後，H形鋼とRC外壁と

に顕著な目開きが見られたことを考慮したものである．

＊２×は、スタッド２列配置を示す（ゲージ：１００mm）

No. 荷重の作用位置
スタッド 加力および

試験体概要本数＊ 間隔（mm）

７

RC外壁

２×１ ―

８ ２×２

２５０

９ ２×３

表－３ 試験体一覧

図－１２ 荷重～中央たわみ関係 図－１３ 仮定モデル

（a） モーメント図 （b） せん断力図

図－１４ 部材の応力
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�～�式より，荷重 P と伝達力 T との関係が，β と
ヤング係数比 n（＝Es／Ec）を用い，以下のように表さ

れる．

T＝ １１nIsβ
１６（Ic＋nIsβ）

P ………………………… �

ここでは，スタッドを定数 k のバネと考え，次のよ

うに仮定する．H形鋼の中央たわみとRC外壁の中央た

わみとの目開き量を ∆，スタッド１本の断面積をsca，
本数をm，バネ定数を k として，

T＝m・k・sca・∆ …………………………… �

∆＝δc－δs …………………………………… �

これらより，

β＝
mksca�

３

４８EsIs＋mksca�
３ ……………………… �

バネ定数 k は，スタッドに引張力が作用した時に，

スタッドの頭が固定されスタッドの軸部のみが弾性変形

すると仮定した場合には，k＝Esc／�e（Esc：スタッド
のヤング係数，�e：スタッド軸部の長さ）で表される．
実際には，バネ定数 k はこれよりもかなり小さくなる．

図－１５に，前節４－２で述べた実験で得られたスタッ

ドの引張応力度～抜け出し量関係を示す．なお，スタッ

ドはいずれも降伏しなかったため，計測されたひずみ度

にヤング係数 Esc を乗じてスタッドの応力度とした．図

には，前述したスタッド頭部が固定されスタッドの伸び

による軸剛性 k＝Esc／�e を破線で示したが，実験値は
その約１／３の剛性となっている．また，スタッドの長期

許容応力度を越える付近から，さらに顕著な剛性低下が

見られる．これらにより，スタッドのバネ定数 kをス

タッドの長期許容引張応力度時の抜け出し量実験値（３

本の平均値）と原点を結んだ割線剛性（k＝５６２.５N／mm３）

とした．

以上より，�式から各試験体の β が求められ，これ
より�式を用いて T，�式および�式を用いてH形鋼
の中央たわみ，RC外壁の中央たわみが求まる．この計

算結果と実験との対応を図－１６に示す．図には，破線

は長期設計荷重を，一点鎖線は計算された剛性を，二点

鎖線はRC外壁のみの弾性剛性をそれぞれ示している．

No．７では，実験におけるRC外壁とH形鋼下フランジ

の付着が消滅する以前の一体挙動を示す範囲であるた

め，試験体の長期設計荷重が対応しない．これに対して，

その他の試験体では，長期設計荷重時のRC外壁の中央

たわみ計算値（剛性計算値と長期設計荷重との交点）が

実験値と概ね対応している．したがって，RC外壁とH

形鋼の離間を前提とする重ね壁法においては，スタッド

のバネ定数をスタッドのヤング係数から求まる値に対

し，１／３程度に低減することにより，合成地下外壁の長

期設計荷重時までの初期剛性を評価できると考えられ

る．

４－４ 設計例

本節では，重ね壁法に関し，具体的な事例により設計

を試み，在来工法との比較を行う．対象建物を図－１７

に，部材応力算定モデルを図－１８に，部材応力算定を

行うための仮定条件を表－４に示す．本設計例での部材

応力算定では，深さ方向の一方向版として扱い，各地下

階のスラブ位置をピン支持とし，山留め壁応力材の最深

端は固定とした．重ね壁法の場合には，各階高中央位置

で山留め壁応力材とRC外壁を連結する接合部材を設け

た．接合部材にはスタッドを想定し，スタッド溶接側端

部を固定，頭をピンとし，軸剛性には前述の実験から定

図－１５ スタッドの引張応力度～抜け出し量関係

図－１６ 長期設計荷重時における剛性の実験値と計算値との対応

図－１７ 対象建物
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めた値を用いた．荷重の作用位置は，在来工法では面外

荷重を全てRC外壁へ作用させ，重ね壁法では土圧は山

留め壁応力材フランジ幅とRC外壁の見付け幅に，水圧

は全てRC外壁へ作用させた．

部材の応力解析結果を図－１９に，応力算定結果を基

に長期許容応力度設計を行った結果を表－５に示す．山

留め壁応力材にスタッドを設け，これを引張接合部材と

して機能させ，RC外壁に作用した荷重を山留め壁応力

材に伝達させたことにより，RC外壁の部材応力は大き

く低下した．これにより，表－５に示すようにRC外壁

の厚さおよび鉄筋量が削減された．また，このために必

要なスタッド本数は，山留め壁応力材１本当たり，地下

１階で３本，地下２階で６本となった．

§５．おわりに

本開発では，CUW工法の重ね壁法開発に関し，実験

を基にその有効性を確認した．得られた結果は以下の通

りである．

�荷重の作用位置がH形鋼側とRC外壁側の場合，前
者は最大耐力がRC外壁の曲げ耐力計算値とH形鋼

の曲げ降伏耐力計算値の単純累加を大きく上回り，後

者のそれは大きく下回ることが確認され，荷重の作用

位置の違いが合成地下外壁の最大耐力に著しい影響を

及ぼすことが分かった．

�重ね壁法における構造性能の検証実験において，長期
設計荷重時の剛性評価を行った結果，計算値が実験値

と良好に対応することが分かった．

�上記の結果を基に，具体的事例による設計を試みた結
果，重ね壁法の場合，各地下階の階高中央付近に山留

め壁応力材１本当たり数本の接合部材を設けること

で，在来工法に比べRC外壁の厚さや配筋量を低減で

きることを示した．

今後，資源の有効利用によるコスト低減，環境保全に

も貢献できるCUW工法の普及，発展に努めていきたい

と考えている．なお，本開発はCUW工法共同開発研究

会（構成：安藤建設，佐藤工業，住友建設，ハザマ，フ

ジタ，三井建設および当社）の活動の一環として実施さ

れたものである．
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在来工法 重ね壁法

面外荷重
の負担

土 圧 すべてRC外壁
山留め壁応力材（H形鋼）フ
ランジ見付け幅に応じて、応
力材とRC外壁とで分担

水 圧 〃 すべてRC壁

仮
定
断
面

Ｂ
１
階

接合部材
（応力材１本当たり） なし スタッド：３‐φ１６

RC外壁厚（mm） ３００ ２００

Ｂ
２
階

接合部材
（応力材１本当たり） なし スタッド：６‐φ１６

RC外壁厚（mm） ４００ ３００

在来工法 重ね壁法

Ｂ
１
階

RC外壁厚（mm） ３００ ２００

縦 筋
上部地山側 D１６＠２００ D１６＠３００
下部地山側 D１６＠１００ D１６＠１５０
躯体側 D１３＠２００ D１３＠２５０

接合部材 スタッド
（H形鋼１本あたり） ― ３‐φ１６

Ｂ
２
階

RC外壁厚（mm） ４００ ３００

縦 筋
上部地山側 D１９＠２５０ D１９＠３００
下部地山側 D１９＠１２５ D１９＠１５０
躯体側 D１６＠１５０ D１３＠２００

接合部材 スタッド
（H形鋼材１本あたり） ― ６‐φ１６

表－４ 応力解析条件

※コンクリートの設計基準強度 Fc を２４（N／mm２）とし、RC規準式によりヤング
係数を計算

表－５ 設計例による在来工法と重ね壁法との比較

応力材 RC外壁 応力材 RC外壁図－１８
解析モデル （a） 曲げモーメント図 （b） せん断力図

図－１９ 部材の応力解析結果の比較
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